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令和８年度 事業計画 

＜事業計画の概要と基本理念＞ 

 

近年、急速な高齢化の進行や独居高齢者の増加、家族の介護力の低下など、地域

を取り巻く環境は大きく変化しています。介護保険制度の改正や物価高騰、人材確保

の難しさといった課題も重なり、介護事業所はこれまで以上に柔軟で持続可能な運営

が求められています。また、感染症対策や ICT 活用など、サービス提供のあり方その

ものも転換期を迎えています。こうした社会情勢の中で、当法人は理念を大切にし、

利用者様一人ひとりが自分らしい生活を続けられるよう支援することを使命として

おります。通所介護・居宅介護支援両事業において、地域とのつながりを深め、利用

者様の生活に寄り添う支援を継続することが、今まさに求められています。 

本年度は法令順守の徹底、職員の処遇改善と働きやすい環境整備など業務改善を進

め、理念に基づいたサービスの質の向上を図るとともに、地域とともに歩む体制の一

層の強化に取り組みます。変化の大きい社会情勢の中でも、利用者とその家族が安心

して暮らし続けられる環境の実現に取り組んでまいります。 

   

社会福祉法人みその会基本理念 

 

 社会福祉法人みその会では、公益性・公共性・純粋性を軸とした法人理念を掲げま

す。 

１．公益性に基づき、私達の活動が社会全体の利益となり、地域社会を支える柱とな

るよう社会福祉事業に努めます。 

２．公共性の高い社会福祉活動を実践する為、法令遵守に努め、地域社会に広く貢献

できるよう努めます。 

３．地域社会に開かれた法人となるよう透明性を確保し、純粋性を重視した社会福祉

事業に努めます。 

 

 



理 念 

【 いつも笑顔で、自分らしく生き生きと……。 

     地域と共に、あなたと共に歩み続けます。 】 

 

 

 

【基本方針】 

・ いろいろなご利用者様が、自分らしく生き生きと在宅で生活できるよう、一人ひ

とりとしっかり関わります。 

 

・ 地域の方々と共に歩んでいける法人を目指します。 

 

・ 事業基盤を確立し、質の高い職員の育成と安定確保を通じて、サービスの質の向

上に努めます。 

 

・ 職員が自らの資質向上に努めながら持続的に働くことができる職場環境を作りま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



社会福祉法人みその会 

令和８年度  事業計画 

１． 法人本部 

 

【長期的重点計画】 

●地域社会に開かれた事業所 

・ 地域社会を支える柱となるよう社会福祉事業に努め、地域社会に広く貢献で

きるよう社会貢献活動に努めます。 

 

 

【中期的重点計画①】事業基盤の確立】 

●継続した求人活動  

・ 少子高齢化に伴う労働人口の減少を見据え、質の高い福祉サービスの提供と

持続的な事業運営に不可欠な人材の確保を図るため、多様な媒体を活用した

求人活動を推進します。 

・ 実習生の積極的な受け入れを通じて、各学校および関係機関との連携強化を

図り、将来的な人材確保につながる関係性の構築に努めます。 

 

●働きやすく働き続けられる職場づくり 

・ 入職時の導入支援を丁寧に実施し、法人理念の共有を図ることで、同じ志を

持って働ける職場環境づくりに努めます。 

・ 年１回以上の職員個別面談を実施し、職員の意見・要望を把握し、適切なフ

ィードバックと業務改善につなげる体制を構築していきます。 

・ ICTの活用も推進し、業務の効率化及び情報の共有化を図ることで、職員が

安心して長期的に就労できる職場環境に努めます。 

 

●質の高い職員育成とサービスの質の向上 

・ 法人理念の浸透、介護知識を深める研修会を定期的に行い、職員すべてが理

解を深め、全体的なサービスの質の向上を図ります。 

・ 職種別やそれぞれの経験年数に応じた研修制度、人事考課制度を取り入れ職

業意欲の向上に努めます。 

 

 



【中期的重点計画②】地域貢献活動 

●包括ケアシステムの推進 

・ 超高齢化社会を支える社会福祉法人として、地域の課題の把握に努めるとと

もに、地域住民および関連機関との「顔の見える関係」の構築を推進します。

また、地域において求められる役割を的確に捉え、地域包括システムの深化

に貢献します。 

 

●地域共生の社会の実現 

・ グループ法人である NPO 法人ケアリングとの連携を強化し、地域における

生活課題の把握に努め、相互に連携・協働しながら社会福祉の充実に努めま

す。 

 

【短期的重点計画①】健全な経営 

●安定した経営 

・ 安定した稼働率を確保するために、経営面からの分析および情報収集を継続

的に行い、戦略的な事業運営に努めます。 

・ 法令を遵守するとともに、社会的責任を果たす法人運営に努め、利用者やそ

の家族からの信頼される事業所づくりを推進します。 

・ 法人の理念の周知と理解の促進を図り、広報活動を通じて活動状況を発信し、

当法人の取り組みを広く周知します。 

 

●介護報酬改定に伴う加算の取得、助成金の活用 

・ 各種加算について、要件を整備の上、積極的な取得を推進し、サービスの質

の向上に努めます 

・ 各種助成金制度に関する必要な情報を収集し、当法人の事業運営及びサービ

スの質の向上に資する助成金の活用に努めます。 

 

●運営会議・経営戦略会議の効率性 

・ グループ法人である NPO 法人ケアリングと連携を図り、各管理者間の情報

共有を強化するとともに、両法人の課題に対する方針を明確化し、迅速な対

応を実行する体制を構築していきます。 

 

 

 

 



【短期的重点計画②】業務課題の把握と各種委員会機能の充実 

●各種委員会の確立 

・ 各委員会での会議の定例化を継続し、その機能強化を図ることで、職員全体

の意識、業務意欲の向上を促進し、サービスの安定化に努めます。 

 

●職員会議の充実  

・ 職員会議において業務課題を全体で共有し、PDCAサイクルを通じた継続的

改善を推進することで、組織力の向上と問題解決に努めます。 

【短期的重点計画③】感染症・災害への対策整備 

●非常災害対策 

・ 必要なサービスが継続して提供できる体制を確保するため、非常災害を想定

した業務継続計画（BCP）を周知徹底するとともに、定期的な避難訓練等を

実施し、実効性の向上に努める。また、災害時には地域住民との連携を図り

ます。 

 

●感染症予防及びまん延防止のための対策 

・ 感染症対策委員会を設置し、定例開催をするとともに業務継続計画（BCP）

をもとに業務の継続に努めます。 

・ 感染症予防やまん延防止のための研修会を開催します。 

 

【短期的重点計画④】高齢者虐待防止・身体的拘束等の適正化の推進 

●高齢者虐待防止の推進 

・ 虐待防止のための対策を検討する委員会を開催し、職員の周知に努めます。 

 

●身体的拘束等の適正化の推進 

・ 利用者または利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束等を行わない。 

 

【短期的重点計画⑤】地域との交流及び地域活動への参加 

●地域活動への参加 

・ 地域で行われている行事等に参加し地域との交流を図り、顔の見える関係を

構築し、地域貢献に努めます。 

・ グループ法人である NＰＯ法人ケアリングと連携し、「ケアリング祭り」を

継続して開催することで地域との繋がりを深めるとともに、当法人の活動内

容や理念について広く理解していただく機会としてまいります。 



２．通所介護事業 

【中期的重点計画①】「組織で支える」職員育成の強化と専門性の深化 

理念を職員の行動に落とし込み、「笑顔」「自分らしさ」を実現するための人材基盤

をつくる。 

● 個別育成計画の制度化 

・ 振り返りシートを活用し、事業所が伴走する形で年 2回の個別育成面談を実

施する。 

・ 面談内容を基に、研修計画を明文化し、育成の継続性を高める。 

 

● 新人教育の標準化 

・ 初期オリエンテーション、OJT 担当者制度、業務スタートガイドを整備し情

報格差を解消する。 

・ 誰でも同じ質の教育が受けられる仕組みを確立する。 

 

● 内部講師制度の定着 

・ 専門職・現場職員が講師を務める研修を定期開催し、発信力・指導力の向上

を図る。 

・ 組織内で知識と技術が循環する体制をつくる。 

 

【中期的重点計画②】個別支援の質向上と日中活動のさらなる充実 

利用者の「選択」「役割」「生活意欲」を引き出す取り組みを深化させ、満足度向上

と生活の質向上を図る。 

● 個別ニーズの把握と活動の最適化 

・ 意向調査の内容をより詳細化し、得意・役割・希望を明確にする。 

・ 活動メニューを「選択制」「役割創出型」「機能訓練型」に分類し、体系的

に提供する。 

 

● 地域との接点を活かした活動の拡大 

・ 地域行事・外出機会を増やし、社会参加を促進する。 

・ 地域ボランティアの受け入れを拡大し、地域との協働を強化する。 

 

【中期的重点計画③】家族・地域との連携強化 

コロナ禍で希薄になった家族交流を再構築し、「地域との共生」をさらに深める。 

● 家族交流行事の段階的再開 

・ 家族交流会や日帰り旅行などを、感染状況を踏まえつつ段階的に再開する。 

・ 家族向けアンケートを実施し、ニーズに応じた企画を検討する。 

 

● 地域イベントの継続開催と新規企画の検討 

・ ケアリング祭りを継続開催し、地域とのつながりを維持する。 

・ 地域カフェや健康講座への職員派遣を継続し、地域貢献を強化する。 

 



【短期的重点計画①】通所介護事業の基盤整備と「日常」を伝える広報

戦略 

● 年間平均稼働率 90％以上（1日平均 27名）の安定達成: 

・ 稼働率が低下しやすい時期に向け、前倒しでのケアマネジャーへの営業を強

化する。 

・ 欠席時の「臨時・振替利用」の提案を徹底し、利用機会を確保する。 

・ 職員会議で数値共有を継続し、全員参加の経営意識を維持する。 

 

● 広報のアップデート（日常の魅力発信とエリア拡大）: 

・  SNS活用：行事などの特別な日だけでなく、日常の会話や基礎ケアの良さな

ど、「いつも笑顔で」が伝わる日常風景を積極的に発信する。 

・ 広報誌・パンフレット：配布範囲を利用者周辺から地域の居宅介護支援事業

所・関係機関へ拡大し、新規獲得と認知度向上につなげる。 

 

【短期的重点計画②】安定したサービス提供体制の確立 

● 委員会・訓練の確実な実施: 

・ 虐待防止・身体拘束適正化委員会、感染症対策委員会を定期開催し、全職員

への周知と意識啓発を徹底します（今年度も発生ゼロを継続）。 

 

● 職員間の情報共有の格差を埋める仕組みづくり: 

・ 初期オリエンテーションの内容を見直し、新人職員が不安なく業務に入れる

引き継ぎ体制を再構築します。 

・ 誰が対応しても質の高いケアが提供できるよう、業務マニュアルの更新・活

用を徹底し、ICT（記録の電子化）を活用して漏れのない情報共有を実現する。 

 

● 重度化対応と業務の円滑化: 

・ 重度の利用者でも「その人らしく」過ごせるよう、交代勤務でも情報が確実

に伝わる標準化されたフローを作成する。 

 

【短期的重点計画③】地域交流の深化と地域活動への積極参加 

● 地域カフェ・地域行事への職員派遣を継続し、地域住民との接点を増やす。 

 

● 散歩・外出などの地域活動を増やし、地域との自然な交流を促進する。 

 

● ケアリング祭りを中心に、地域を巻き込むイベントを継続開催する。 

 

 

 

 

 

 

 



３．居宅介護支援事業 

【中期的重点計画①】職員の資質の向上 

●法人理念に基づいた支援が実践できる専門職の育成 

・ 法人理念を実践できる人材育成を目指します。介護支援専門員は年間個別目

標を設定し、年 2回振り返り（自己評価）を実施します。 

・ 法人理念に沿った支援ができているか居宅会議で検討し継続的なスキルアッ

プに繋げます。 

 

●積極的な研修の参加と組織内共有の推進 

・ 居宅介護事業研修個別計画を策定し、年 2回以上の外部研修に参加します。 

・ 受講後は研修報告書を提出し、居宅会議・法人会議等で情報の共有を図り、

組織の質の向上を図ります。 

・ 研修内容を業務改善やマニュアル整備に反映します。 

・ 年度末に研修実施状況を評価し、次年度の計画に反映します。 

 

【中期的重点計画②】人材確保・将来性体制整備 

●安定経営を見据えた持続的な人員体制の構築 

・ 将来的な増員の検討をします。 

・ 業務効率化による負担軽減を図ります。 

・ ICT活用による記録時間短縮を目指します。 

 

【短期的重点計画①】安定した収益体制の確立 

●法令順守と業務の適正化および安定した経営基盤の構築 

・ 自主点検表やケアプラン点検を年 2回実施します。 

・ 新規利用者の確保及び地域包括支援センター・医療機関との関係を強化しま

す。 

・ 介護支援専門員担当件数 30件（介護予防支援 3分の１換算）を維持します。 

・ 月 1回、居宅会議を開催し、担当件数、モニタリング実施状況を確認します。  

・ 年度末に評価を行い、次年度計画に反映します。 

 

 

 

 

 

 



●ケアマネジメントの充実 

・ 公正中立な立場に基づき、質の高いケアマネジメントを実施します。 

・ 保険者、医療、介護関係機関と連携強化および情報共有を徹底します。 

・ サービス担当者会議の質の向上、適切なモニタリングを実施します。 

・ 利用者や家族の多様なニーズに、柔軟に対応します。 

・ 利用者満足度調査を年１回実施します。 

・ ＰＤＣＡサイクルを活用した業務改善をします。 

・ 利用者及び家族とのコミュニケーションを大切にした支援を提供いたします。 

・ ACPの視点を取り入れた支援を推進します。 

●苦情や相談対応の強化 

・ 利用者・家族、関係機関からの苦情及び相談に対し、保険者、地域包括支援

センター、関係支援者と連携し、迅速かつ丁寧な対応を行います。 

・ 研修や勉強会を通してコミュニケーション技術を高め、信頼関係を築きます。 

・ 再発防止の検討と業務改善への反映を行います。 

 

【短期的重点計画②】リスクマネジメント・情報管理体制の強化 

●リスクマネジメントの推進 

・ ヒヤリハット等報告書を作成し、内容の可視化と共有を通して業務改善を図

ります。 

・ 個人情報の適切な管理を徹底し、信頼性の高い事業運営を確立します。 

・ 持ち出し管理記録の整備を行ないます。 

 

【短期的重点計画③】感染症、災害への対応の強化 

●感染症予防及びまん延防止のための体制確立 

・ 基本的感染予防対策（手指衛生・標準予防策）を徹底します。 

・ 感染症予防及びまん延防止のための訓練、対策を検討する委員会を定期的に

開催するとともに、その結果について事業所で共有します。 

 

●災害時に事業を継続できる体制の整備 

・ BCP（業務継続計画）のための訓練、対策を検討する委員会に出席、その結

果について事業所で共有します。 

・ 災害想定訓練を年１回実施します。 

・ 関係機関との連絡体制強化を図ります。 

・ 非常時優先支援者利用者の把握を行ないます。 

 



【短期重点計画④】高齢者虐待防止の推進・身体的拘束等の適正化の推

進 

●高齢者虐待防止の推進 

・ 虐待防止対策を検討する委員会を定期的に開催（年 2回以上）、年１回以上

の職員研修を行い、その結果について事業所で周知を図ります。 

・ 研修会等に参加することにより、虐待についての知識を深めます。 

・ 相談・通報体制を明確化します。 

 

 

●身体的拘束等の適正化の推進 

・ 身体拘束適正化委員を定期的に開催（年 2回以上）、年１回以上の職員研修

を行い、その結果について事業所で周知を図ります。 

・ 身体拘束ゼロの原則徹底を図ります。 

 

【短期的重点計画⑤】地域共生社会の推進 

●地域の活性化および社会資源の創出 

・ 地域ケア会議等の参加や事例検討会を開催することで、地域の課題やニーズ

の把握を行います。 

・ 課題抽出後の新たな社会資源の検討・提案を行います。 

●地域住民と交流と顔の見える関係作りの継続 

・ 地域住民と信頼関係を構築し、相談しやすい事業所づくりを推進します。 

・ 介護相談年間 2件を目指します。 

・ 地域の行事に参加し、顔の見える関係作りを積極的に進めます。 

・ 「いきいき地域カフェ」を年 11回開催し、介護相談、勉強会、茶話会等を

することで地域住民の交流の場所となるように貢献していきます。 

 


